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6　『利潤論』刊行直後のマルサスとの論争
（1）文通による論争の展開
?
也
　『利潤論』が刊行されたのは、スラッフアの考証によると、1815年2月24
日であったらしし偲しかし、その刊行に先立つ2月18日に、リカードウは『利
潤論』の原稿を携えて泊りがけでヘイリベリのマルサス宅を訪問したようで
あるから、マルサスはこの小著作の内容をその公刊以前に知ることができた
　　　　　　　｛2｝ものと思われる。だから、．マルサスによる『利潤論』に対する批判的検討の
作業はこの時点からはじまったものとみてよいだろう。そして、おそらく『利
潤論』刊行の直後の時期と思われる2月末ないし3月初めのある日、マルサ
スがロンドンに出かけてリカードウを訪問し、『利潤論』の理論内容をめぐ
って口頭で論争を交えた形跡がある。この折の討論のさい、マルサスは蓄積
（1）　Cf．　Sraffa，　Note　on　Essay　on　Profits，　Worhs，　IV，　p・　5．
｛2｝このリカードウのマルサス訪問の事実は、15年2月12日づけのマルサスのリカードウ
　あて手紙および2月13日づけのりカードウのマルサスあて手紙の文面から推測すること
　ができる（cf．！Works，班，　pp・174；176．）。
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過程における農業利潤率の低下を例証するために作成されたリカードウの数
字例について批判的検討を加えることによって異議を申立てたようだが、討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　論の内容についてそれ以上のことは知ることができない。
　しかし、口頭での討論に端を発したかれらの論争は文通によって継続され、
3月9日から4月5日までの間に、リカードウが6通、マルサスが7通の手
紙を書くという、驚くべき頻度での手紙の往復が行われたが、4月9日には
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リカードウが再びヘイリベリにマルサスを訪問して口頭での討論を重ねた。
それ以後も争点を若干移動させながら文通による論争は継続され、4月17日
から5月8日までの間に両者ともに‘3通ずつの手紙を書いている。文通の頻
度はいくらか減ったようだが、これは5月1日にマルサスがロンドンに出か
け、アッパ・ブルックストリートにあるリカードウ宅を訪問して、さらに重
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロねて口頭での討論の機会をもつことができたことにもよるだろう。
　スラッファが明らかにしたところでは、リカードウとマルサスとが交際を
始めた1811年力・らリカードウの死去の年である1823年までの聞にこの二人が
相互にとり交わした手紙のうち、現存する手紙の数はリカードウ発信92通、
マルサス発信75通であるが、年度別にみると、1815年の通信回数がひときわ
めだって多く、リカードウ発信19通、マルサス発信23通である。15年の手紙
の数の多さは、ひとつには、さきほど見たように、　『利潤論』刊行直後の時
期に文通によって論争が行われ、とりわけ3月から4月へかけて驚くべき頻
〔3）以上の点は、3月9日づけのりカードウのマルサスあて手紙および3月10口づけのマ
　ルサスの返書の文面から推測したものである（cf．　i＞Vorks，　PP・179；182．）。
〔4）この折のリカードウのマルサス訪問の事実は、4月4日づけのりカードウ発の手紙お
　よび4月5日づけのマルサス発の手紙の文面か．ら推測したものである（cf．　VVorks，　pp．
　211；　212・）o
（5）この折のマルサスのリカードウ訪問の事実は、4月21日づけリカードウ発の手紙およ
　び4月23日づけマルサス発の手紙の文面から推測したものである（cf．　Worhs，　VI，　PP・
　219一一20　；　221．）o
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度で手紙が往復したことによるのである。そのうえ、この折の文通による論
争の展開は、『利潤論』にお』けるリカードウの利潤および地代の分析のなか
にひそんでいるさまざまな理論上の難点を浮かびあがらせ、リカードウ自身
に自説についての深刻な反省と再検討とを余儀なくさせるものであったから、
この時期に交換された二人の手紙の内容は『利潤論』から『経済学原理』へ
かけてのりカードウ分配理論の形成過程のひとつの時期を画するものとして
われわれにとって検討に値いするものである。
　（2）々ルサスの『利潤論』批判とリカードウの応酬
　マルサスは3月10日づけの手紙でリカードウにつぎのように書いた。　「ロ
ンドンで学兄にお話したような計算によって、穀物の相対価値の変動から土
地の利潤が確実に上昇するのはどのようにしてなのかということが明らかに
なり、したがって、一般的利潤はただ単に土地に投下された資本だけによっ
て決定されるものなのではなく、資本を使用する手段と比べた資本の一般的
供給によって決定されるのだということが明らかになると思います。私はま
た、いまもなお、利潤がもっぱら穀物価格のみに依存するということを、理
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）二上からも経験上からも納得できませんal
　マルサスはこの手紙で、第一に、蓄積と人口増加の過程での穀物価格上昇
が、リカードウの主張するところとは反対に、農業利潤率を上昇せしめるこ
とになるはずだと説き、第二に、農業利潤が一般的利潤を規制するというり
カードウの命題は誤っており、一般的利潤は資本一般の需給事情に依存して
きまると考えなければならぬと主張している。だが、マルサスはリカードウ
にあてて、もう一通3月12日半けの手紙を書いて、　『利潤論』のなかの数字
例による農業利潤率低下についてのりカードウの論証に対して批判を加える。
　「どうかもう一度、穀物の相対価格の上昇が既耕地からひき出される全剰
余に及ぼす効果について考えて下さい。それが増加するにちがいないことは、
［6）　VVorhs，　W，　pp．　182－3．
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1このうえなく明らかであるように思われます。以前よりも少量の穀物で、以
前と同一量の固定資本と労働者の消費用の茶・砂糖・衣服などの流動資本と
を購入できるようになるため、穀物で測った経費は減少するでしょう。その
結果、いっそう大きな純剰余が地代と利潤との合計額という形で……国内需
要むけに残るでしょう（召」
　この文面に示されたマルサスの批判は、リカードウの農業利潤率低下論の
論証のなかにひそんでいる最大の問題点を鋭く摘出するものである。すなわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ち、リカードウは『利潤論』で第1表に掲げられているような数字例を作成
して、蓄積と人口増加とによって劣等地耕作がすすむ過程では、新たに耕作
に動員される劣等地（2級地）では既耕地（1級地）と同一量の収穫をあげ
るために投下される必要のある資本量（小麦のクオーターで測定）は既耕地
のそれよりも必ず増加するために利潤率は低下し、そして、耕境の利潤がす
べての農業資本の利潤を規制する結果、既耕の優等地の農業剰余が利潤と地
代とに分化するということを示した。これに対して、マルサスはこの手紙で、
第1表　（その1）　　　　　　　　　　　　蓄積過程における穀物価格の上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昇が資本財や賃金財のなかに少
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なからず含まれている製造品の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　穀物に対する相対価値を引下げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る効果を生ずるという点に着目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、この点を考慮にいれれば、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　穀価上昇の過程では少なくとも
第1期 第2期
に）　耕境の投下資本（　　qs　　） 200 210
〔2）耕境の利潤（　　ク　　） 100 90
（3）利 潤　率 　（2）／（1） 50％ 43％
（4）　1級地の利潤（　qs　　） 100 86
〔5）　1級地の地代（　　〃　　） 0 14
〔6）　2級地の利潤（　 〃　 ） 90
〔7｝　2級地の地代（　　〃　　） 0
（7）　Works，　W，　p．　185・
（8）第1表（その1）・・（その2）はEssay　on　Profits，　pVorhs，　IV，　p．19．に掲載
　されているリカードウ自身が作成した表をそのままひきうつしたものである。ただ、
　リカードウ自身の表では8級地が耕作に動員される蓄積の第8期に至るまで計算が行わ
　れているが、ここでは第2期までの数字を書きいれるだけに止めた。ただし、第1表（そ
　の2）の第7欄（農業剰余の投下資本総額に対する比率）の数値はリカードウ自身の表
　のなかには記入されていない。これを私が書きいれたわけは、『利潤論』刊行後のリカ
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第1表　（その2）　　　　　　　　　　既耕の優等地の耕作のための
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「穀物で測った経費」は、特価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上昇以前に比べて減少し、した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がって、既耕地で産出される穀
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物剰余が増加することは明らか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　だと述べている。そして、マル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サスは穀価上昇とともに農業剰
余が増大すれば、当然農業利潤および地代の合計額の増加によって国内製造
業に対する有効需要が増加するはずであり、したがって、商工業の利潤率は
この過程で上昇するものと予期すべきであると主張し、また、商工業の利潤率
がこのように上昇する時に農業利潤率だけが低落することはありえないし、し
かも、農業剰余が増加しているのだから利潤を上昇せしめる余地は十分にあ
り、したがって、農業利潤率も上昇するものとみるべきだと主張したのである。
　マルサスはこのように『利潤論』における穀物を価値尺度とするアプロー
チによる分配理論の問題点を鋭く摘出したのだが、かれは同じ時期にフラン
シス・ホーナーあての手紙でも『利潤論』の理論上の欠陥を同様に説いてい
る。3月14日づけのホーナーあて手紙にはつぎのように書かれている。　「富
裕で進歩しつつある国では、自然の成行として穀物が製造品や外国品に比べ
て騰貴するという一般に認められている想定にもとづいて、つぎのような結
論が出てくるのではないでしょうか。つまり、前払される農業者の実物資本
（real　capital）はただ原生産物だけから成っているのではなく、鋤・荷馬
車・脱穀機などからも成っており、しかも、労働者が消費する茶・砂糖・衣
服などからも成っているのですから、もしかれが以前よりも少量：の原生産物
で以前と同一：量のこれらの商品を購買できるようになれば、農業者お』よび地
第1期 第2期
〔1）投下資本総額（　qs　＞ 200 4ユ0
（2｝　矛lj　潤　　系急　　客頁　（　　　　〃　　　　） 100 176
〔3）利 潤　率 50％ 43％
〔41地代　総額（　　qs　　） 0 14
〔5）　地代／資本比率　　（4）／ほ） 0 3，1／2
〔6｝農業剰余（　　qs ） 100 190
（7）　剰余／資本比率　　　（6）／（1｝ 50％ 46％
一ドウとマルサスとの論争では蓄積の過程でこの農業剰余の比率が増大するか減少する
かが争点になるからである。
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主の取分として残る原生産物の量は増大して土地生産物の剰余の増加をもた
らし、これは商工業階級の維持と奨励とに役立つでしょう〔笥
　さらに、マルサスはこのホーナーあての手紙のなかで、つぎのようにも述
べている。　「穀物価格の上昇は、既耕地に投下されている全資本の生産性を
増加させるように思われます。この命題は国内需要に関して非常に重要な帰
結を含んでいるように思われます。……リカードウ氏の〔『利潤論』のなかの〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド表は精密ではありますが、この表の欠陥は、農業者の前払が穀物で計算され
ないで、資本を構成する現実の素材もしくは多様な諸商品の最善の代表者で
ある貨幣によって計算されている点にあります馳
　マルサスの批判は、リカードウが蓄積による穀価上昇の過程に生ずるはず
の穀物と製造品との相対価値の変動について少しも掛酌せずに、推理をすす
めているという点に注がれている。例えば、賃金バスケットには穀物だけで
はなく、製造必需品もなにほどかは詰め合されているはずだから、われわれ
が実質賃金一定と仮定しているなら、穀価の上昇は労働者一人当りの穀物賃
金を引下げるものとみなければならないのに、リカードウは全然この点を考
慮していな吟というのである。そしで、マルサスは、もしこの点を掛解すれ
ば、’新たに耕作に動員される劣等地の場合でさえ、同一量の収穫をあげるた
めに投下される資本の穀物で測った価値額が以前の優等地の投下資本額より
も増加するかどうかは分らないではないか。まして既耕の優等地については、
穀価が上昇すれば、耕作の必要経費の穀物で測った価値額が減少することは
明らかなのだから、半解の優等地で産出される穀物剰余は響町上昇以前より
も増加することは疑う余地のないことだというのである。
　それなら、以上のようなマルサスの批判に対してリカードウはどのように
回答したか。かれは3月14日づけのマルサスあての返書のなかで、つぎのよ
（9）　Wo　rhs，　vr，p．187．
（10）M！o晩8，VL　PP・187－8・なお、この箇所の邦語版『全集』の訳文中には訳語の選択で
　疑問の箇所がひとつある。
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うに書いた。　「もし穀物の相対価値の騰貴のために固定資本と賃金とに対す
る支払が減少するのであれば一生産物のなかのより多くのものが地主と農
業者との両者のもとに残るにちがいないという御意見には躊躇せずに同意し
ます。一これはたしかに自明なことです。しかし、本当のところは、これ
はわれわれの問の係争点ではありません。……私見では、穀物の交換価値が持
続的に騰貴しうるのは、その生産の実質経費が増加する場合だけなのです。
もし雇用される労働者が少しも増加しないのに穀物価格が騰貴するのであれ
ば、学兄の命題は争う余地がありません。しかし、穀価騰貴の原因はもっぱ
ら生産の経費の増加のためなのでづ」巴
　この文面をみれば、誰でもすぐ気づくように、この時点ではりカードウは
マルサスの批判的見解を誤解し、誤解することによってこれを軽く一蹴する
ことができた。すなわち、かれはマルサスの議論が生産事情の劣悪化とは無
関係に生ずる穀価の上昇によって利潤や地代の上昇がおこるはずなのに、リ
カードウが全然こういう事情を考慮していないという内容のものだと受けと
めてしまったから、　「これはわれわれの間の係争点ではない」と述べてマル
サスの異議を無視してしまったのである。
　そして、この手紙ではりカードウはあらためて、　『利潤論』の表と実質的
に同一の含意を有する数字例を作成し、産出・投入・利潤などの諸項目すべ
てをやはり小麦の物量で示すことによって、劣等地耕作の進展によって生ず
る穀物価格上昇の過程では、全耕地の農業剰余の耕作経費総額に対する比率
が減少傾向を辿らざるをえないのだということを示そうとしている。われわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れはこの手紙のなかでリカードウが提示した数字例を第2表として掲げてお
こう。
（11）　Worhs，　W，　p．189．
（12）Works，　W，　p．189．ただし、この第2表の第（41欄については、リカードウの原文で
　は価格は明示されておしらず、ただ単に穀価は第2期には第1期よりも10パーセント上昇
　すると記述されているにすぎない。
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第　2　表
第　1　期 第　　　2　　　期
1級地＝耕境 全耕地 1級地 2級地＝耕境
（1）穀物産出量（qs）
k2）穀物賃金経費（qs）
i3）農業剰　余（qs）
i4）1qあたり穀価（ポンド｝
i5）剰余・経費比率（3）／（2）
5，000
Q，500
Q，500
i4）
P00％
10，000
T，500
S，500
i4．4／10）
@82％
5，000
Q，500
Q，500
5，000
R，000
Q，000
　さて、以上で明らかであるように、リカードウはこの3月14日づけの手紙
では、穀価上昇過程で生ずる穀物と製造品との相対価値の変動を掛醸した数
字例を作成せずに、『利潤論』と全く同一内容の議論を繰返した。もっとも、
リカードウ億この手紙でマルサスの批判する論点のすべてを全く黙殺したと
いうわけではない。マルサスは実質賃金一定を仮定すれば、評価上昇の過程
では穀物賃金率はいくらか下落するものとみなければならないから、この点
を考慮すれば、全耕地の耕作のための経費を穀物で測る時、それは減少する
ものと考えなければならないと述べていた。リカードウはこの点については
つぎのように答えている。　「私は個々の労働者各自が穀物で測った労働の価
格をより少なく受取るかもしれないということを疑うのではありません。な
ぜなら、私も事実はそうだろうと思うからです。しかし、果して土地耕作の
ために支出される穀物で測った賃金などの経費総額が穀物の交換価値の上昇
とともに減少するということがありうるでしょうか。これは私には疑問に思
　　　　　　　われるのです。」
　これで分るように、当時のリカードウが穀物で測った賃金率を不変として
推論していた時、かれは賃金バスケットが穀物だけから成るという想定に固
執していたわけではない。だから、この点では、リ月一ドウは穀価上昇の過
程では労働者一人目たりの穀物賃金がいくらか減少することを否認しようと
（13）　Wo　rhs，　W，　p．189．
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はしていない。だが、かれはこの点を考慮にいれた数字例を作成すれば、た
しかに計算結果はいっそう厳密にはなるだろうが、ただそれだけのことだと
考える。つまり、穀物価格が上昇傾向を辿る過程を念頭におきながら、穀物
で測った賃金率は一定であるという想定にもとづいて作成される数字例は、
たしかにある程度の誤差を伴うことになるだろうが、しかし、この誤差はかれ
の推理の基本線を狂わせるほど大きなものではないとかれは考える。そして、
たとえ、上記のような穀物賃金率の下落傾向という点を掛干して厳密な計算
をしてみたところで、劣等地の耕作に必要な雇用労働者数が既耕地のそれよ
りも大幅に増加することは明らかなのだから、穀物生産の困難の増加ととも
に全耕地の産出に対する穀物賃金経費総額の比率が増加するという結果が出
てくる点は変りがあるはずはない、とかれは記したのである。
　ところで、この3月14日づけのりカードウの手紙のなかには、もうひとつ
注意してお』かなければならない点がある。それはり混一ドウがこの数字例の
作成にあたって、社会の蓄積の第1期から第2期へかけて既耕の優等地ばか
りでなく新たに劣等地（2級地）までが耕作に動員されるために、穀物1クォー
ターあたりの「価格は10パーセントだけ騰貴するでしょう」と述べている点で
　　（1のある。
　この場合、リカードウが第1期から第2期へかけて穀価が10パーセント騰
貴すると計算したのは、穀物産出量10クオーターについては全耕地の所要平
均穀物賃金経費が第1期の5クオーターか、ら第2期の5，5クオーターへと増
大するということにもとづいているとみてよいだろう。以上のようなかれの
所説から分ることは、まず第一に、当時のかれが穀物価格の騰貴は穀物生産の
困難の増加に依存すると考えていたこと、しかし、第二に、生産の困難の度
合を耕作のための雇用労働者数の変化によってではなく穀物で測った耕作経
（14）　Cf．　Works，　W，　P・189．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）費の増加によって測っていたということ、そして第三に、その耕作経費を幻
境の経費とは考えずに優等地と劣等地との平均穀物賃金経費と考えていたこ
とである響この最後の点は、当時のリカードウがまだ『原理』における穀物
価値決定原理、すなわち耕境の投下労働量：が穀物価格を規制するという考え
方を採用するまでには至っていなかったということを明白に示してい調
（15＞この第二の論点については、ホランダーも当時のリカードウが採用した価値理論が『原
　理』のそれとは微妙なちがいを示すものとして注目しており、ホランダーはこの手紙で
　のりカードウ価値理論は「労働量〔価値〕理論」labour－quantity　theoryと名づけるべ
　きものではなく、「労働費用〔価値〕理論Ilabour－cost　theoryと名づけるべきものだ
　という興味深い指摘をしている。cf．　Hollander，　Ricardo　and　the　C。rn　Profit
　Mode］，　op．　cit．，　p．　194　footnote．
（16）この第三の論点についても、ホランダーがすでにつぎのような指摘をしている。　「こ
　の〔3月14日づけのマルサスあて手紙の数字例からリカードウがひき出した〕結論は、
　『限界費用』による価格決定原理principle　of　marginal－cost　pricingではなく、『平均
　費用』average－c。stによるそれにもとづいており、穀物生産の（平均）費用の増加が
　それに応ずる穀物の貨幣価格の上昇に導くという命題は、　〔穀物の〕貨幣価格が生産の
　相対的（平均）穀物費用によって決定され、貨幣一単位の生産の穀物費用が不変だとい
　うことを意味している。」　（H。11ander，　Ricardo　and　the　Corn　Profit　MQdel，　oρ．
　cit．，　p．194．）
〔1の千賀氏はこの3月14日づけのりカードウの手紙におけるかれの穀価上昇率の算定に関
　して、ホランダー説や私見とは全く異なって、つぎのように考えておられる。　「リカー
　ドウが〔当時まだ〕支配労働価値説を脱していないことは……一目瞭然である。かれは
　雇用労働者数＝賃金総額の増大に比例して、穀物の価格を10パーセントだけ騰貴させて
　いる。……かれは賃金変動は価値・価格に影響を与えないという結論を予示していたが
　……具体的な計算例では賃金騰貴によって価格上昇の生ずることを認め〔ていた。〕」（千
　賀、前掲、「初期リカードウにおける価値と貨幣の理論」p．　100．）
　　千賀氏は当時のリカードウの所論のなかには《賃金があがると物価も騰貴する》とい
　うスミス流の機械的生産費説が見出されると主張され、リカードウがこの生産費説を当
　時採用したわけは、かれがまだスミスの支配労働＝価値尺度説から脱却していなかった
　ためだと説いておられる。しかし、支配労働＝価値尺度説と《賃金があがると物価も騰
　貴する》という見解とが短絡的に結びつくかどうかは、はなはだ疑わしい。なぜなら、
　実質賃金の上昇が商品価値をどのように変動させるかという問題に対して、機械的生産
　費説は物価が騰貴するはずだという解答を出すけれども、支配労働価値説は賃金財とし
　ての商品の価値が低下しなければならないという解答を与えるからである。しかし、こ
　こではこの点にはこれ以一ピ立入らないで、つぎの点だけを問題にしよう。
　　千賀氏は当時のリカードウが《賃金があがると物価も騰貴する》という見解を抱いて
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　（2）論争の新たな展開
　さて、以上にみてきたような3月．14日づけの手紙におけるリカードウの回
答：でマルサスが満足するはずはなかった。かれは3月15日づけのりカードウ
あての手紙のなかで、もう一度リカードウの見解を批判した。
　　「人口の増加ないし輸入制限のために穀物価格が上昇する時には、以前か
ら土地に投下されていた全資本は以前よりもいっそう生産的になるでしょう。
だが、生産性が低下するのは、新しい資本だけなのです。つまり、以前と同
じ1，000万クオーターの小麦を産出する〔旧来の〕資本は以前よりも多大な
実質的剰余を生ずるでしょう。他方、より多くの労働が必要になるのは、産
いたとされて、この3月14日づけの手紙の数字：例をその証拠として提出されている。（な
お、千賀氏は最近の氏の論稿のなかでも同じ見解を表明しておられる。前掲「リカード
ウ地代論の一考察」　P・46，参照。）しかし、私はこういう氏の所見には賛成できない。
なぜなら、この手紙のリカードウは労働者一入あたりの賃金が上昇すると物価もあがる
という見解にもとづいて穀価が上昇するといっているのではないからである。そうでは
なくて、千賀氏自身が指摘しておられたように、リカードウは「雇用労働者数＝賃金総
額の増大に比例して、穀物の価格〔が〕騰貴〔す〕る」と述べているにすぎないのであ
る。つまり、この場合、リカードウは賃金総額の増加が賃金率の上昇のためにおこる
のではなく、雇用労働量の増加によっておこるものとして議論しているのである。
このようなリカードウの見解は、賃金率の騰貴を物価上昇の原因と即断する機械的
生産費説とは異質の考え方であり、私にはむしろ労働価値論の稚拙な表現形態であるよ
うに思われる。われわれはこの点に関連して、リカードウが『利潤論』のなかですでに
つぎのように述べていたことを想起しておく必要がある。　「全商品の交換価値はその生
産の困難が増大するにつれて騰貴する。そうだとすると、もし穀物の生産に新たな困難
が生まれれば、金・銀・毛織物・リンネルなどを生産するのに必要な労働が少しも増加
しないのに、穀物の生産に必要な労働が増加するということのために、穀物の交換価値
はそれらの物に比べて必然的に騰貴するだろう。」（Essαy　On　Profits，　VLiorks，　IV，
P．19，）この一文に明白に示されているように、当時のリカードウは明らかに立脚点を
労働価値論に求めようとしていたのである。
　なお、リカードウの場合、1814年8月までは、この《賃金があがると物価もあがる》
という見解が採用されているが、14年12月以降はこの見解は棄て去られてしまう。この
点については、前掲拙稿「初期リカードウの利潤率低下論」（ll）PP・・43－46参照。だか
ら、15年3月の時点でのりカードウは、穀物価値は穀物生産の困難の増加に比例して上
昇するという見地に立つたうえで、この場合の生産の困難の度合を耕作のための賃金経
費総額の増加の程度によって測定しようとしているのだとみるべきであろう。
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出量の最後の追加分がけなのです。……こういう事情のもとでは、穀物の相
対価値の上昇によって穀物の総産出量は以前よりも少ない穀物経費でっくら
れるのであり、その結果、商工業階級の維持と奨励とのために残される剰余
は増大するでしょう（ig）」
　マルサスの見解がここには簡潔かつきわめて明快に示されている。すなわ
ち、穀物の製造品に対する相対価値が上昇する場合には、たとえ新たに耕作
にひきいれられた劣等地（2級地）での穀物経費が従前の既耕地のそれより
も増加するとしても、少なくとも既耕の優等地（1級地）での穀物経費が穀
物価格騰貴以前よりも減少することは明らかなのだから、全耕地についてみ
れば、穀物剰余総額の穀物で測った投下資本総額に対する比率は穀価上昇の
過程では増大するものとみなければならないというのである。たしかに、実
質賃金一定と仮定した場合には、穀物の相対価値の上昇の過程では労働者一
人あたりの穀物賃金はいくらか減少してゆくものとみなければならない。し
かるに、リカードウは蓄積過程における農業利潤率の低下傾向を論証するた
めに作成した数字例のなかで穀物で測った賃金率を不変とみなしていた。マ
ルサスはこのようなリカードウの論証の仕方に異議を申し立てているのであ
る。
　この度のマルサスの議論はいっそう明快であり、誤読の余地のないもので
あったから、ようやくリカードウも己れの論陣の建て直しの必要に迫られて
f利潤論』や3月14日半けマルサスあて手紙に示された数字例とは異なる内
容を含む新たな数字例を作成して自己の主張を補修しようとした。すなわち、
かれは3月17日づけのマルサスあて手紙で、賃金バスケットはつねに1クオ
ーターの小麦と4ポンドで購買できる一定量の製造品とから成立っていると
仮定したうえで、穀価の上昇過程における穀物の製造品に対する相対価値の
（18）　Worhs，　W，　p・19L
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騰貴のために生ずる穀物賃金率の下落という点を考慮にいれた数字例を作成
し課そして、かれはこの点を考慮にいれて計算してみても、劣等地耕作の
進展を伴う穀価の上昇の過程では、やはり全耕地の耕作のための穀物賃金経
費は増大するのであり、したがって、穀物剰余の穀物賃金経費に対する比率
は低下せざるをえないという結果がひき出されると主張しようとした。そし
て、かれはマルサスに対して、つぎのように述べる。「私は学兄が穀物価格
の上昇とともに生産物の産出に対する総穀物経費の比率が低下するだろうと
お考えになっている点で誤っていると思います鷺
　それなら、リカードウがこの3月17日づけの手紙でマルサスに提示した数
字例はどのようなものであったか。われわれはこれを第3表として掲げてお
第　3　表
第　1　期 第　　　2　　　期
1級地＝六境 全耕地 1級地 2級地＝耕境
〔1）穀　　物　　産　　出　　量（qs＞
i2）雇　　用　　労　　働　　者（人）
k3）1　q　当穀物価格（粒ド）
i4）1人当穀物消費量（qs）
k5）　1人当製造品消費額（ポンド）
i6）1　入当穀物賃　金（qs）
i7＞1　人　当貨幣　賃　金〔ポンド）
k8）産出100万qs当雇用労働者（人）
i9）穀物賃金経費総額（qs）
i10）農　　　業　　　剰　　　余（qs）
k11）穀物剰余・穀物経費比率（1ω／（9）
1，000万
Q50万
@　4
@　1
@　4
@　2
@　8
@25万
@500万
@500万
@100％
1，500万
@450万
S．8／10
@1
@4　　に1
P，6／8
W．8／ユ0
@30万
V87，5万
V12，5万
@90％
1，000万
@250万
S37，5万
T62，5万
500万
Q00万
R50万
P50万
備考〔1）この第2期の一人あたり穀物賃金1・6／8qsという数値は、おそらくリカードウの計算
　　ちがいによるもので、わずかながら不正確であり、正しくは1．5／6qsでなければなら
　　ない。そして、それに応じて、この表の（9）・（10）　・　（11）lmaの数値も訂正すべきものだが、
　　誤差が重要な意味をもたないから、その訂正の操作は省いておく。
（19）3月17日づけのり二一ドウの手紙における数字例は、この点でそれ以前の数字例とち
　がつた特色をもっているが、すでにホランダーはこの点について鋭い指摘をしている。
　cf．　Hollander，　Ricardo　and　the　CornProfit　Model，　op，　cit．，　p．195．
eO）　Wo　rks，　vr，　p．192．
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くことにしようt18この第3表に記入されたりカードウの数字例は、それ以前
にかれ自身が作成していた数字例とは異なった含意をもっている。まず第一
に、実質賃金一定という仮定が設けられているが、賃金バスケットは1クオ
ーターの穀物と一定の質および量の製造品とから成るとされ、製造品の生産
事情が変らぬ限り、これだけの製造品がつねに4ポンドの貨幣で購買される
と仮定されている。したがって、蓄積と人口増加の過程で穀価上昇と劣等地
耕作の進展とがみられると、実質賃金一一定のもとでは、貨幣賃金率はいくち
か上昇するけれども、穀物賃金率のほうは逆にいくらか下落するものとみな
されるのであって、これらの点は第3表の第（6）・（7欄に示されている。
　第二に、このように穀物価格上昇の過程での穀物と製造品との相対価値の
変動が平野された結果、第2期になると既耕の1級地では同一の収穫をあげ
るために支出する穀物賃金経費が第1期よりも減少することが、第（9欄にお
いて示されるが、しかし、それにもかかわらず、全耕地についてみると、農
業剰余の穀物賃金経費総額に対する比率が第1期から第2期へかけて低下す
ることが第（11）欄で示されている。ところで、すでに知ったように、マルサス
は穀価上昇過程では穀物賃金率が下落するはずだから、この点を甚斗酌すれば、
全耕地の農業剰余の穀物賃金経費に対する比率は上昇するにちがいないと主
張していた。これに対して、リカードウはこの点を考慮にいれた計算を行っ
てもやはり全耕地の農業剰余の穀物経費に対する比率は低下するという結論
が出てくるのだと反論したのである。
　なお、第3表に記されているリカードウの数字例には、もうひとつ注意し
てお』く必要のある点がある。この表の数字例では、第1期から第2期へかけ
て穀物価格は4ポンドから4ポンド16シリングへ上昇するものとされている
が、この価格上昇率は、第1期目ら第2期へかけての一定量の産出あたりの
21）’　Cf．　Works，　VI，　p．193．
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雇用労働者数の増加率に等しいものとされている。すなわち4：4．8／10＝25
：30である。　（第3表第（8）欄を参照されたい。）
　リカードウは3月14日づけの手紙の数字例では、第2表の第（2）・（4欄に示
されているように、穀価の上昇の度合は全耕地平均の穀物賃金経費総額の増
加に比例するものとして計算していた。ところが、1ｱの3月17日づけの手紙
では、穀価上昇が全耕地平均の雇用労働者数の増加に比例するものとして計
算した。しかし、この計算方法の変更はリカードウの穀物価値の決定原理に
ついての考え方が変更されたために生じたものではない。それは、この手紙
のなかでリカードウがつぎのように語っていることから直ちに明らかになる
だろう。「この｛数字例の〕計算をするさいに、私はこの問題についての御
高見に好都合であるよ．うにしたのです。というのは、私には穀物価格の騰貴
は雇用労働者数の増加に比例するのではなく、賃金支払額の増加に比例する
ように思われるからです。一それゆえ、それは4ポンド16シリングに騰貴
するのではなく、4ポンド4台目ングになるでしょう。なぜなら5：ら．1／4＝
£4：£4．2／10というようになるからです巴
　リカードウは3月14日づけの手紙では、穀価上昇の度合が全耕地平均の穀
物賃金経費の増加に比例するものとして計算していたのに、3月17日づけ
の手紙では、それが雇用労働者数の増加に比例するという計算方法に改めた。
しかし、このような計算方法の変更は穀物価値の決定原理についてのりカー
ドウの考え方が変ったことを意味するわけではない。上掲の引用文で分るよ
うに、かれがここで新しい計算方法を採用したのは、ただ当面のマルサスと
の論争の戦術上の理由からでしかなかった。つまり、リカードウは、穀物価
格がマルサスにとって好都合であるようにこれほど急上昇すると仮定した場
合でさえも、全耕地の穀物剰余の比率はやはり低下せざるをえないのだとい
おうとしているのである。したがって、リカードウはこの手紙でも依然とし
嘔～2）　ワレXorks，　Vl，　p．193．
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て、穀物価格が穀物生産の困難の増加に比例して上昇すると考えてはいるが、
この場合の生産の困難の度合を雇用労働者数の変化ではなく、相変らず賃金
経費総額の変化によって捉えている。そして、かれがこの賃金経費を貨幣賃
金ではなく、穀物賃金で捉えていることも、3月！4日づけの手紙の場合と同
　　　　　じである。さらにまた、かれはこのように魚価上昇が穀物賃金経費の増加に
比例すると説いたが、そのさいに、』かれは《限界経費》を考えていたのでは
なく、《平均経費》を考えていたのであって、この点も3月14日づけの手紙
の場合と異なっていない。そして、かれはこの3月17日づけの手紙のなかで、
この最後の点に言及している。「私も穀物経費の増加を伴うものが土地に投
下される最後の資本部分だけだという点は認めます。しかし、それが生産物全
体あ経壷を増加き垂るあ冬如｝んま、生産物あ癌格ほ主鼻し勧、込。よう馳
　これで明らかなように、同一：量の収穫をあげるために支出される賃金経費
が増加するのは、新たに耕作にひきいれられた最劣等地の耕作においてだけ
だという点を認めながら、なおかつ当時のリカードウは荊蟹の上昇の度合が
全耕地平均の賃金経費の増加に比例するという見解に執着しつづけている。
そして、かれはこのように同価の上昇と全耕地の産出総量に対する穀物賃金
経費の増加とがこのように不可分に結びついているのだから、劣等地耕作の
進展過程では農業剰余の賃金経費に対する比率は低下傾向を辿らざるをえな
いのだと主張したのであった。
23）念のために、ここでつぎのことを指摘しておこう。穀価上昇が雇用労働者数の増加に
　比例すると考えた場合には、それが穀物賃金経費の増加に比例すると考えた場合よりも、
　穀価上昇の度合はいっそう大きくなるが、それが貨幣賃金経費の増加に比例すると考え
　た場合に比べると、穀価上昇の度合は小さくなる。なぜこういう目差が生ずるかという
　と、それは、劣等地耕作の進展過程では穀物の製造品に対する相対価値の変動が生ずる
　ため、実質賃金一定が仮定されておれば、貨幣賃金率の若干の上昇と同時に穀物賃金率
　の若干の低下とを伴うという事情にもとづいている。
（24）Works，　Vl，　p．193，ただし、傍点は引用者の施したもの。
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　　7　リカードウ分配理論の変貌
　（1）マルサスとの論争の継続
　リカードウの3月17日づけの手紙を受取ったマルサスは、3月19日づけの
手紙でリカードウの所論に対する批判を続行した。マルサスによれば、第3
表に記載されているようなリカードウの数字例が、第（ll欄に示されているよ
うに、蓄積過程において農業剰余の耕作経費に対する比率が低下することを
示しているのは、もっぱらリカードウが恣意的仮定のうえに数字例を作成し
たためだというのである。
　「現実の過程はどのようなものでしょうか。それは1，000万から1，500万
〔クオーター〕へといったような飛躍的増加ではなく、1，000万から1，050
万へというぐらいの増加でしょう。ですから、私は、人口の自然増のためで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しあれ、輸入制限のためであれ、あと50万の穀物が不足しているのであれば、
その結果最初に価格の騰貴がおこるのであり、この価格の騰貴は以前から投
下されている全資本の生産性を高めるだろう……と主張するのです出
　マルサスはリカードウの数字例が第1期から第2期への移行のさいにきわ
めて多大な面積の劣等地が一挙に耕作に動員されるという非現実的な仮定のう
えに立って作成されていると述べている。そして、リカードウの数字例が、1
第3表の第（11欄に示されるように、全耕地の農業剰余の耕作経費に対する比
率が蓄積の進展とともに低下することを示すのは、もっぱらリカードウの仮
定がこのように恣意的だったということにもとづいているというのである。
だが、マルサスの不満はこの点だけではない。かれは穀物価格の上昇率につ
いてのりカードウの算定：方式についても異議を申し立てている。
　「穀物の自然価格は最後の追加分の価格に全く依存するのであって、既耕
地で資本が50パーセント（の利潤および地代の合計額）を生むか、それとも
20パーセントを生むかはどうでもよいことです。どちらの場合にも、こう
（1）　Works，　W，　p．195，
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いう土地で産出される穀物の価格は生産の費用とは無関係なのです〔畠
　マルサスによれば、穀価の上昇が穀物生産の費用の増加に依存するという
のはたしかに正しい見解ではあるが、しかし、穀価を規定するのは耕境の耕
作経費だけなのであって、リ’カードウのように全耕地の平均経費の増加に比
例して穀価が上昇すると考えるのは誤りだというのである。このマルサスの
批判もまた重要な問題点の指摘であるといわなければならないだろう。それ
なら、これら二つの論点についてマルサスから批判されたりカードウは、ど
のように応答しただろうか。
　ところが、3月21日づけのりカードウの返信の内容は、全く期待はずれの
ものであって、自説への固執に終始するものにすぎない。まず、マルサスか
らの批判の第一点については、リカードウはこう答えたにすぎない。「もし
1，000万クオーターから1，050万クオーターへの増加を仮定して計算が行わ
れていたなら、学兄がお考えになるようにいっそう正確になったことでしょ
う．しかし、それでも結果は同じことだったでしょう〔書、
　リカードウによれば、マルサスの仮定のほうがいっそう現実的であり、そ
のほうがいっそう正確な計算結果を生むだろうが、しかし、そこから引き出
される結論は、基本的にはリカードウの主張と同一のものになるだけで、マ
ルサスの仮定はただ計算を煩雑にする効果をもつにすぎないというのである。
そして、かれはマルサスからの批判の第2点については、つぎのように答え
たにすぎなかった。　「私は『穀物の自然価格は最後の追加分の価格に全く依
存するのであって、……既耕地の穀物の価格は生産の費用とは無関係なので
すdlという御意見には賛成です。〔しかし〕この事実を認めるとどうして御
高見が有利になるのか私には分りません。というのは、御高論はただ全投下
｛2）　；？Vorks，　W，　p．195．
（3）　Works，　sw，　p．198，
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資本に対する剰余生産物の比率に関係しているにすぎないからでザ乱
　リカードウは以上のように、この論点でもマルサスの異議を却下した。こ
れに対して、マルサスは3月24日づけの手紙で重ねてリカードウを批判した
が、リカードウは3月27日づけの返信でこれに応酬した。しかし、この2通
の手紙での批判と反批判とは、いずれも前回の議論の繰返しであったり、議
論の枝葉末節での相手の言葉尻を捉えての揚足取りに走るものであったり、
さらには、相手の言分を誤解した無用な批判であったりして、格別の新昧は
ない。両者の論争もようやく不毛の膠着状態に陥ったかの観がある。
　だが、マルサスの4月2日づけの手紙は、局面の打開をはかる試みを含む
ものであった。かれはこの手紙で、蓄積と人口増加の過程で生ずる穀物価格
の上昇のもとで農業利潤や地代にどのような影響が生ずるのかという問題に
ついて、もう一度論点を整理し直したうえで自説を簡潔に論述して、リカー
ドウの再考を促した。
　「私は既耕地では同数の労働者が生産する穀物が増加することはないと想
定し、また、かれらが実際に消費する穀物が減少することもないと想定して
いるのですが、それでもなお、穀物経費は穀物利潤と比べて減少すると思い
ます。土地で働く各家族はいまや一年に8クオーターではなく、7クオータ
ーを受取るにすぎなくなるのです。どちらの場合にも、各家族は実際に4ク
オーター〔の穀物〕を消費して、残りを製造品や外国品に消費するのです。
後者の場合には、穀物の相対価値の上昇のために、残りの3クオーターが以
前の4クオーターと同じ購買力をもつのです。農業者お・よび地主の手許には、
原生産物のより大きな貨幣価値額が残るばかりでなく、原生産物のより大き
な分量が残ることになりましょう。率直にいって、これはあなたの理論に根
本的に打撃を与えるものだと思います。なぜなら、これは土地での利潤が増
（4）　Worhs，　W，　p．198．
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画する余地が十分にあることを示しているからです〔畠
　マルサスの意見はこうである。穀物の製造品に対する相対価値が上昇すれ
ば、実質賃金が同一である場合には穀物賃金率がなにほどか低下するものと
みなければならない。そうなれば、少なくとも既耕の優等地では、従来どお
りの生産を継続するために支出される穀物で測った賃金経費は減少するにち
がいない。そうなれば、新たに耕作にひき入れられる劣等地の面積が余程大
きいと仮定しない限り、全耕地についてみても、農業剰余の投下資本総額に
対する比率は増加するものと予期してよいだろう。そして、このように農業
剰余の比率が高まるとすれば、これは農業利潤率もまた上昇する余地が十分
にあるということを意味するだろうというのである。
　以上のようなマルサスの見解の表明は、比較的平明であって、マルサスの
言分をそれなりに説得力豊かに伝えるものだったといえるだろう。だが、こ
の表現の平明さは同時にマルサスの推理のなかの問題点を露呈するという効
果をも生じた。だから、このマルサスの手紙を受取ったリカードウは直ちに
4月4日づけの返信で、マルサスの推論のなかの問題点を鋭く突くという形
で逆襲した。
　「より貧弱な土地を耕作せざるをえなくなれば、その結果利潤率は低下す
ることになるという私の理論は、もし私が既耕地の剰余生産物の分量および
貨幣価値額がその場合には増大するだろうということを認めれば、それによ
って打撃を受けることになると学兄は考えておられます。もしこの増加分の
分量なり価値額なりの一部分でも資本の所有者に帰属するのであれば、その
通りでしょう。しかし、学兄が明瞭に言っておられるように、この増加分の
価値額ないし分量は『農業者および地主の手許に残るでしょう。』私の理論が
打撃を受けるには、その前にその全額が地主の手許に残るわけではないとい
うことが証明されていなければなりません。なぜなら、もし農業者がその分
（5）　VVo　r　ks，　vr，　p．207．
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前にあずからなければ、かれの利潤率が上昇するはずはないからです馳
　この文面はリカードウがようやく係争中の問題の核心に近づいたことを示
しているように思われる。1814年以来『利潤論』に至るまでリカードウは劣
等地耕作を伴う蓄積過程においては農業利潤率が低下傾向を辿るにちがいな
いという命題の樹立に努めてきた。これに対して、　『利潤論』刊行直後マル
サスはこの過程では全耕地における農業剰余の耕作経費に対する比率は高ま
るはずであり、その点からみて、農業利潤率もむしろ上昇するにちがいない
という反論を繰返してきた。そして、マルサスのこういう批判に対して、リ
カードウはこの過程では全耕地における農業剰余の耕作経費に対する比率が
低下するのだという回答を繰返したのであった。しかし、この4月4日づけ
のマルサスあての手紙を書いた時、リカードウはようやくこの過程で農業利
　　　　　　　　　ノ潤率が低下するにちがいないという命題と、この同じ過程で農業剰余の耕作
経費に対する比率が低下するという命題との、この二つの命題が同時に成立
しなければならぬというように考える必要はないという点に気づいたようで
ある。すなわち、農業利潤率の低下傾向という前者の命題を主張しつづける
ためには、なにも後者の命題に執着しつづける必要はないという点にリカー
ドウはこの時点になってはじめて気づいたように思われる。だから、かれは
この手紙で、たとえ農業者および地主の手許により多くの農業剰余が残ると
いう点が証明できたとしても、その農業剰余の増加分のすべてが地主の許に
帰属するのであれば、この過程で農業利潤率は低下するにちがいないという
命題は依然として妥当なのだと答えたのである。このようなかれの回答の仕
方は、　『利潤論』刊行後のそれまでの手紙での、かれの回答の仕方とは明ら
かに異なるものであって、　『利潤論』刊行直後にはじまったマルサスの批判
とリカードウの無批判という形での論争は、これでひとつの節目を迎えたと
いってよいだろう。
（6）　Wo　rhs，　W，　p．209．
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　（2）リカ「ドウの価格ターム分配理論の形成
　上述したような内容を含むリカードウの4月4日づけのマルサスあて手紙
の末尾には、かれが4月9日の日曜日にヘイリベリのマルサス宅を訪問した
い意向をもっていることが記されている（1）そして、この手紙を受取ったマル
サスは4月5日づけの返信で、喜んでリカードウの訪問を待ちたい旨を記し
ている｛§｝リカードウのマルサス訪問は4月9日に実現されたものと思われる
が、この討論の内容については、むろんわれわれは知ることはできないが、
しかし、この度の討論は、それまでの文通による論争のさいに生じた相互の
議論のす．れちがいや誤解を訂正し、相互の議論を整理し直したうえであらた
めて係争点を双方で確認し合うための絶好の機会となったように思われる。
　さて、この訪問から一週閤後の4月17日になって、リカードウはマルサス
にあてて手紙を書いた。カ・れはこの手紙で、劣等地耕作の進展を伴う蓄積過
程では農業利潤率の低下傾向が必至であるという命題を論証するために新し
い数字例を作成して、マルサスに提示した。われわれはこれを第4表として
掲げるが、ここに示されている数字例は、それ以前にかれが作成したすべて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の数字例の場合とは異なる考え方のうえに立脚して作成されている。
　第4表においてまず第rに注目すべき点は、リカードウがこの手紙ではじ
めて価格ターム分析によって農業利潤率低下を論証しようとしていることで
あって、第（12）　・（13欄に示されているように、第1期から第2期へかけて利潤
率の25パーセントから19．7パーセントへの下落とその結果としての1級地に
おける12．3ポンドの地代の成立が説かれている。第二に注目すべき点は、か
れが穀価上昇率の算定方法を変更したことである。それ以前にはかれはいつ
も穀価の上昇が既耕の優等地と新芋の劣等地とを合計した全耕地についての
所要穀物賃金経費総額の増加に比例するものと想定していた。換言すれば、
（7）　Cf．　PVo　r　ks，　VI，　p．211．
（8）　Cf．　．V’Vorks，　W，　p．211．
（9）　Cf．　Worhs，　VI，　pp．213－4．
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第　4　表
第　1　期
?
2　　期
1級地＝耕境 1級地 2級地＝耕境
（1）穀　　物　　産　　出　　量（qs） 80 80 80
（2）雇　　用　　労　　働　　者　（人） 8 8 8，1／2
（3）　1　q　当穀物　価　格休ンめ 4 4，1／2 4，1／2
（4｝1人当穀物消費量（qs） 4 4 4
（5）．1人当」製造品消費額（ポンド） 16 16 16
（6）1　人当穀物賃　金（qs） 8 7，5／9 7，5／9
（7）1　人　芋茎　幣　賃　金（和ド｝ 32 34 34
｛8）貨幣賃金経費総額（ポンド） 256 272 289
（9）穀物賃金経費総額（qs） 64 60．5 64．2
（1ω　貨　幣　農　業　剰　余（脚ド） 64 88 71
（11）穀　物　農　業　剰　余（qs） 16 19．5 15．8　ω
（⑭　貨幣剰余・貨幣経費比率（1①／（8） 25％ 32％ 19．7％
（燭　賃金経費100ポンドに対する ②
地　　　　代　　　　額（膨ド） 0 12．3 0
　　　備考　リカードウの数字例には計算ちがいが含まれていて、つぎのように訂正さ
　　　　　れなければならない。
　　　　（1）　24．5％
　　　　（2）　7．5ポンド
　　　　　なお、かれの計算ちがいは、第〔12欄の比率を計算するさいに、賃金経費の数
　　　　　値289ポンドと貨幣収益360ポンドとをとりちがえたことから生じたもので
　　　　　ある。
これまではいつもかれは穀価の上昇が平均穀物賃金経費の増加に比例するも
のとみなして計算をしていた。ところが、この4月17日づけの手紙では、か
れは穀価が第1期から第2期へかけて、4ポンドから4ポンド10シリングへ
騰貴するものと想定しているが、これは穀価が耕境の所要貨幣賃金経費の増
加に比例して上昇するという想定にもとづいてかれが算定していたことを意
味するだろう。なぜなら、4ポンドから4ポンド10シリングへの上昇は256
ポンドから289ポンドへの増加にほぼ比例するからである。こういうわけで、
かれは4月17日づけの手紙では、穀価の上昇が平均経費の増加に比例するの
ではなく、虚鼻経螢の増加に比例すると考えるようになって6たのである讐
（1①　中村氏によれば、リカードウが穀価の4ポンドから4ボン．ド10シリングへの上昇を想
　定したのは1かれがこの手紙では穀価の上昇が耕境の投下労働量（＝雇用労働者数）の
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　この手紙の数字例のなかで注意すべき第三点は、それ以前に作成された数
字例のすべてが、万病上昇過程にお・ける全耕地の穀物タームで測った農業剰
余の賃金経費に対する比率は、第1表（その2）の第（7＞欄、第2表の第（5）欄、
第3表の第（！0欄に示されたように、低下するということを示していて、穀価
上昇過程では全耕地の穀物剰余の賃金経費に対する比率は上昇するにちがい
ないというマルサスの命題を真向から否認する数値を示していたのに、この
4月17日づけの手紙のリカードウはこの命題の成否について言及さえもして
いないことである。そのうえ、この第4表の数字例にしたがって、われわれ
が全耕地の穀物剰余の穀物賃金経費に対する比率を算出すれば、第1期のこ
の比率は16クォーター対64クォーター、つまり25パーセントであるのに、第
2期のこの比率は19．5プラス15．8クォーター対60．5プラス64．2クォーター、
つまり約28パーセントに上昇するという、リカードウ自身のこれまでの数字
例とは逆の結果が出てくるだろう。　（第4表の第（9欄と第（11欄とを参照され
たい。）．
　こうしてみると、4月17日づけの手紙ではりカードウはもはや全耕地の穀
物剰余の穀物賃金経費の比率が劣等地耕作の進展過程では低下しなければな
らぬという命題に固執してはいない。この係争点については、リカードウは
マルサスの批判を受容れたように思われる。しかし、この論点でかれがマル
増加に比例すると考えるようになったためだというのである（中村、前掲書、P．149．
参照）。しかし、私見によれば、この中村氏の指摘は正しくない。なぜなら、耕境の雇用
労働者数は第1期の8人から第2期の8．5人への増加と仮定されているのだから、これ
に比例する穀価の上昇であれば、4ポンドから4ポンド5シリングへのk昇とならなけ
ればならないからである。
　また、ホランダーは4ポンドから4ポンド10シリングへの穀価上昇というリカードウ
の想定が「貨幣タームで示された平均賃金費用の増加を反映」したものにほかならない
と説いている’（cf．　Hollander，　Ricardo　and　the　Corn　Profit　Model，　op．　cit．，
pp．197－8．）。だが、このホランダーの指摘も誤りである。私見によれば、この手紙では
りカードウは穀価上昇が平均賃金費用ではなく、限界費用の増加に比例すると想定して
いる。
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サスの批判を受容れたのは、その譲歩がリカードウの分配問題の分析におけ
る核心的命題一当等地耕作の進展過程では農業利潤率は低下傾向を辿らざ
るをえないという命題の確立に少しも支障を来さないという点にかれが気づ
いたということを意味するだろう。実際、実質賃金一定と仮定された場合に
は、劣等地耕作の進展の過程は穀物の相対価値を騰貴せしめることによって
穀物賃金率を低下させるために、既出の優等地の耕作のための穀物賃金経費
を減少させ、その結果穀物剰余を増加させることになるが、しかし、剰余の
増加分のすべてが地代に転化されてしまうのであれば、この過程で農業利潤
率が低落するはずだというかれの核心的命題は少しも傷つけられないという
ことになるだろうQ
　だが、第4表に示された数字例の含意の重要性は、つぎの点にも認められ
なければならない。第1表から第3表に至るまでの数字例では、劣等地耕作
の進展過程での’農業利潤率の低下はもっぱら一定量の穀物産出のために必要
な雇用労働者数が劣等地では著増するということにもとづいて説かれていた。
つまり、師僧上昇の過程では穀物賃金率がいくらか減少するけれども、劣等
地の耕作に必要な雇用労働者数が著しく増加することのために劣等地の穀物
賃金経費総額は増加するはずだとい5’論法で利潤率の低下が説かれていた。
これに反して、第4表では、劣等地耕作の進展過程における穀価上昇が貨幣
賃金率を騰貴せしめるということが農業利潤率を低落せしめる重要な要因だ
という点についての認識が示されている。従来のリカードウは帯下上昇によ
る貨幣賃金率の騰貴をただ単に商工業の利潤率を引下げる要因として捉えた
だけであった。しかるに、かれはいまではそれを農業利潤率を低下せしめる
要因としても捉えようとしている。この点からいって、この第4表に示され
たかれの数字例は後年の『経済学原理』における一般的利潤率低下論の端緒
であったといえるだろう。
　さらに、リカードウがこの手紙で作成した数字例で等価の上昇が耕作のた
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めの平均賃金経費に比例するのではなく、限界経費の増加に比例するという
見地に立脚していたことも重視されなければならない。これはかれが後年の
『原理』で確立した穀物価値決定原理の端緒的把握とみることができるし、
したがって、地代を労働価値論の基礎のうえに把握することを可能にずる立
脚点の端緒的形成を意味するといえるだろう。『利潤論』の場合には、かれ
はただ単に耕境での剰余生産物がすべて利潤として農業者に帰属するため、
ここでは地代が成立することはないという命題と耕境の利潤が全農業資本の
利潤を規制するという命題とを結びつけることだけによって、優等地にお・け
る差額地代の成立を導き出していたにすぎなかった。つまり、　『利潤論』の
場合には、かれの差額地代論は労働価値論を論理の基礎とすることなしに構
築されたものだったのである。これに反して、4月17日づけの手紙の数字例
の場合には、穀物価格が四境の耕作経費によって規制されるという見地に立
脚しているために、優等地で産出される穀物はそこでの耕作経費を上廻る価
格水準で販売されるという結果が示され、したがって、《生産の困難》とは
直接結びつかない価格差額の発生とこの価格差額の地代への転化とが示され
ている。これは『原理』における労働価値論にもとつく地代の本賞規定を展
望しうる地代の把握といってよいだろう。
　かくして、15年4月17日づけの手紙におけるリカードウの価格ターム分析
による分配理論の構想は、『利潤論』から『原理』へかけてのりカードウ理
論の生成史上きわめて重要な意義を有するものといえるだろう。労働価値論
に立脚した分配理論の体系化の出発点は、この4月17日づけの手紙にあると
いっても過言ではないように思われる。しかし、そうはいっても、この4月
17日づけの手紙でリカードウが到達した理論水準にはまだまだ大きな制約が
あったという点も見落すべきではないだろう。第一に、当時のかれが商品価
値の決定原理として労働価値論を採択する方向を指示していたことは確かで
はあるけれども、しかし、この4月中旬という時点になつでも、かれはまだ、
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商品価値を騰落せしめるものとしての《生産の困難》の度合をその商品の生
産に従事する労働者に支払われる賃金経費総額の増加によって捉えようどし
ている点があげられなければならない。これは、すでにホランダーが指摘し
たように、厳密にいえば、投下労働量：によって商品価値が決定されるという
命題とは異なる命題といわなければならない。したがって、われわれはかれ
の新しい蓄積と分配の理論そのものをその根抵において支えるべき労働価値
論自体が当時はまだ上記のような制約された形でしか定式化されていなかっ
たという点を確認しておく必要がある。
　だが、当時リカードウが到達した理論水準における制約は以上に指摘した
点に見られるだけではない。当時のリカードウはまだ労働価値論にもとづい
て賃金の本質規定を与えることによって賃金を実質的に労働力の再生産費に
帰着せしめるという命題を明確に樹立するまでには至っていなかったように
思われる。
　『経済学原理』のりカードウは、《労働》の価格が、長期にわたって平均
的に観察すれば、結局の、ところ「労働者が生存しかつその種族を増減なく永
続することを平均して可能ならしめる価格」に一致するとみている。ただし、
この場合、かれも「国民の習慣と風習」のちがいや変化に応じて社会の労働
人口の一定数を持続的に再生産するのに必要な必需品や便宜品が質的にも量
的にも変動しうるということを十分認めている。だが、かれは資本主義の経
済法則の作用を純粋に捉えるためには「国民の習慣と風習」を所与として推
理をすすめる必要があると考える。「国民の習慣と風習」が所与のものとみ
なされれば、社会の人口の一定数を持続的に再生産するために個々の労働者
が消費しなければならぬ必需品および便宜品の種類も数量も一定不変とみな
されることになるだろう。（ただし、この場合、かれは労働者に許される生活
水準が動物としての生存可能な最低水準につねに一致すると考えているわけ
ではない。かれはあくまでも実質賃金が長期的にはある一定の水準に帰着す
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る傾向があるといっているにすぎないのであって、資本主義社会の一定の賃
金水準というのが動物としての生存可能な最低水準をなにほどか上廻るとい
うことを当然のことと考えている。）こうして『原理』のりカードウは労働者
の消費する必需品や便宜品の種類や数量を一定とみなしたから、賃金が生活
資料の価値の騰落に応じて騰落せざるをえないものとして捉えることができ、
そこで、《労働》の価値の可変性を説くことによって、スミスの支配労働＝
価値尺度説を抜本的に批判できることになったのである。そしてまた、かれ
がこのように《労働》という特殊な商品の価値もまた、製造品や穀物と結局
は同じように、その《商品》の生産に必要な労働量によって規定されるのだ
という命題を確立したことは、同時に他方では、利潤を事実上剰余価値とし
て捉える途を開いたといえるだろう。
　　　　　　　　ノ以上に述べたような『原理』の賃金についての規定と比べてみれば、1814
年から15年へかけての時期のリカードウの賃金の捉え方はまだスミスの賃金
論から十分には脱却していなかったように思われる。　『利潤論』のりカード
ウは実質賃金が人口の増加速度を蓄積の速度に合致せしめる水準に落着くも
のとみなしている。だから、「発展的状態」にある社会の蓄積が一定の速度
ですすんでいる限り、実質賃金は長期的にはある一定の水準（ただし、「賃金
の最低率」よりもなにほどか高い水準）に帰着する傾向があるものとみなさ
れるけれども、蓄積の速度が変化して従前よりもいっそう急速になれば、実
質賃金もまた人口の増加速度をさらに加速するように従来の水準よりもさら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11｝になにほどか上昇するものと説かれている。われわれは本稿の前節および本
（11）　『利潤論』のりカードウは賃金論についてはまだ全面的に『国富論』に依存していた
　ように思われるが、その点の詳細については、前掲拙稿、（ll），　pp．148－56参照。
　　ところが、丸山武志氏はr利潤論』のなかでリカードウがすでに賃金を事実上労働力の再
　生産費に帰着せしめる賃金規定を樹立していたという趣旨を述べ、私見と対立する見解
　を提示しておられる。（丸山「リカードウの賃金論」大阪市大『経済学雑誌』78巻3号、
　pp．83－4参照。）しかし、氏は賃金論に関して『利潤論』のりカードウが『国寓論』か
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節で『利潤論』刊雨後の15年3月から4月へかけてのりカードウのマルサス
あて手紙の内容を検討してきたのだが、その限りでは、かれがこの3月ない
し4月の時期に賃金の規定について「利潤論』の規定とは異なる新たな考え
方を提示したという明白な証拠を見出すことはできなかった。
　さて、以上で明らかになったように、4月17日づけのりカードウの手紙で
作成された数字例は、マルサスからの批判、つまり評価上昇過程においては
穀物賃金率が低下するという事情を考慮しなければならぬという批判と穀物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価格の上昇の度合は《限界経費》の増加に比例するものとみなければならぬ
という批判とを全面的に受容したうえで、なおかつ劣等地耕作の進展を伴う
蓄積過程での農業利潤率の低下傾向を論証しようとするものであった。それ
なら、このリカードウの新しい試みに対して、マルサスはどのような反応を
示しただろうか。かれは4月18日づけの返信で、リカードウの新しい数字例
による利潤と地代の分析に対して、それがそれなりに首尾一貫した論理展開
を示すものとして一応の評価を与えたが、しかし、リカードウの分配理論の
現実問題への適用の仕方に関しては依然として問題が残るという趣旨を記し
ている。　「私は学兄の理論が理論それ自体としては平明で正しく、首尾一貫
していると思います。しかし、私は学兄がその理論の適用の仕方で誤ってい
　　　　　　ロみると思います。」
　マルサスはこの手紙では、批判の矛先をリカードウの理論の現実問題への
適用の仕方に向ける。マルサスによれば、リカードウの理論は「資本の蓄積
と利潤の低下とに伴って起る」「製造品価格の下落」のために生ずる「穀物
価格の相対的上昇」の過程を考察する時にしか適用できないものである。「し
かし、穀物価格の相対的上昇には……ほかにも原因があります。例えば、穀
　ら受けた大きな影響から脱却していないのではないかという最も重要な問題点について
　少しも考慮を払ってお・られない。
（12）　Worhs，　vi，　p．216．
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物に対する外国の需要、輸入制限によってひきおこされる国内需要の増大、
わが国に多量で多額の外国商品を直ちに輸入することを可能にする外国貿易
の繁栄がそうです。これらのもの（とりわけ、はじめの二者）は、利潤の低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IS下とはいかなる点でも無関係な穀物の相対価格の上昇をひきおこす原因ですal
　マルサスによれば、穀物に対する需要の拡大による穀価の上昇過程では、
この過程が劣等地耕作の進展を伴うとしても、なおかつ農業利潤率は低下す
るどころか、かえって上昇するものとみなければならないというのである。
こうしてマルサスはリカードウの分配理論が適用しうる範囲はごく限られた
ものであり、したがって、リカードウ理論は現実問題の分析にはほとんど役
に立たない理論だといおうとするのである。そして、マルサスは利潤率の騰
貴をひきおこす原因としては、なによりも「資本を有利に使用する手段と比
　　　　　　　　　　aのべた資本の実質的不足」を考えるべきだという、前年来のかれの持論を再び
もち出して、リカードウ批判の拠点に据えたのであった。
　マルサスからこのように批判されては、リカードウもこのマルサス理論の
究極の拠点、つまり資本をめぐる需給事情こそが利潤率の決定因であるとい
う命題を覆えそうと努めることになる。リ．カードウは4月21日半け、5月8
日づけの2通の手紙でこの論点を中心にしてマルサスを批判し、マルサスは
4月23日づけ、5月5日づけの2通の手紙で応酬した。だが、4月18日半け
のマルサスの手紙を発端とする論争の新たな展開は、すでに明らかになった
ように、　『利潤論』刊行直後から4月17日づけのりカードウの手紙に至るま
での間に行われた論争とは係争点を異にするものだったといわなければなら
ない。したがって、われわれは本稿をひとまずここで閉じることにしよう。
　〔付　記〕　本稿のなかの第6・7節の部分は、1978年11月11日に経済学史学会大会
　　　　　　（千葉大学）で、その要旨が報告された。
（13）　VVo　r　ks，　W，　pp．216－7．
（14）　Works，　W，　p．218．
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